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一 はじめに 
2009 年 12 月 26 日、中国侵権責任法1が成立した（2010 年 7 月 1 日から実施さ
れる）。侵権責任法は民事関係に関する基本立法として、2002 年立法を始めてか
ら八年にわたった。立法の過程において、侵権責任法の立法案が数回修正され、
中国人民代表大会常務委員会で四回の審議を受けた。 
本法の位置づけとして、中国における重要な民亊立法であり、物権法と同じ
ように重要な民事立法であると思われる。侵権責任法の成立は社会生活および
司法審判に重大な影響をもたらすことが期待される。立法において、ドイツ、
日本、中国台湾などの民法を参照し、各国の貴重な立法経験を生かした。立法
者により、本法は不法行為責任を債権から分離させたことが他国の立法と異っ
ており、中国の特色付けている民事立法と高く評価された2。その法律の重要性
を考えており、本稿には中国侵権責任法の立法をめぐる法案成立の経緯、法律
の枠組み、民法通則など関連法律との関係、残された問題点などを挙げ、立法
に関する全貌を紹介したいと思う。 
 
二 法案成立の経緯 
侵権責任法についての立法は、最初 2002 年に提出された民法典草案における
侵権責任法編、いわゆる初回立法案から始めたものである。2002 年 12 月 23 日
から 28 日までの間に、侵権責任法は民法典草案の第八編をとし（初回立法案）、
中国人民代表大会常務委員会で審議された。その時期の侵権責任法はわずか 68
条であり、約1200条の民法草案の全体における一部分を占めたことがわかった。
その後、民法典草案の立法の未審議により、侵権責任法の立法も一度中止され
た。 
                                                  
1 本法は中国語により「侵权责任法」である。実は、侵権責任の法律規定は侵権責任法の成立に従い見ら
れるものではない。侵権訴訟の審判はもともと民法通則、環境保護法、製造物質量法、消費者権益保護法、
道路交通安全法など法律によって行ったが、法律適用について混乱や不一致が現れた。侵権責任法の成立
は、法律の整理を図っているものが一つの原因だと思われる。一方、本法の制定は、中国における侵権訴
訟の急増に応じえるものと思われる。統計により、2007 年人民法院に受理し侵権訴訟は 87 万件を超え、
2008 年に 100 万を超えてきた。現行法らが侵権訴訟を十分に対応できず、新しい侵権責任法を要請するの
は一つの立法の原因だと考えられる。 
2 王利明人民大学公開講演の新聞記事を参照。
http://www.law.ruc.edu.cn/research/ShowArticle.asp?ArticleID=21081. 王利明により、侵権責任法の中
国的特徴は、主に以下のように考えられる。まず、保護される法的権益(第 2条)として、ドイツ民法典に規
定される「生命、身体、健康、自由、所有権あるいは他の権利」より、さらに開放性および包容性が見ら
れ、保護する対象が法的権利にとどまらず、法的利益もふくめるのは、大陸法系における権利を中心する
不法行為責任の制限を超えることである。第二、帰責原則では、過失原則は一般的帰責原則であり、過失
推定、厳格責任（無過失原則より被害者にもっと有利な帰則原則、）とともに三つの帰責原則となる。責任
の形式について、第 15条に規定される 8種の責任のみならず、精神的損害賠償と懲罰的賠償責任（47条）
を加えて、総計 10種の責任となる。第三、数人侵権について、共同侵権および共同危険責任が規定され、
共同侵権者の意思連絡の有無に関わらず、共同過失を要件とし取り上げる；因果関係には、部分的因果関
係および累積的因果関係の研究成果を受け入れた；共同危険の場合、侵害者が確定できないときに連帯的
責任の規定は、被害者に有利な保護を与えるものと考えられる。 
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2007 年物権法を成立した後、侵権責任法の立法審議が再開された。独立な立
法として侵権責任法の立法案は、初回立法案に比べて大幅に改定されており、
内容も十分に拡充されてきた。この法案は次回立法案と呼ばれる。次回立法案
において、法律草案は 12 章 88 条のボリュームになった。この次回立法案は 2008
年 12 月 22 日に行った中国人民代表大会常務委員会により審議され、初回立法
案により実質的な審議段階に至るといわれた。 
その後、次回立法案に基づいて立法案の第三稿を形成した。2009 年 10 月 27
日、侵権責任法草案（第三稿）に対する審議が行われた。そして、11 月 6 日審
議された第三稿が社会に公表され、公衆意見を聞き取る階段に入った。12 月 26
日中国人民代表大会常務委員会を通って批准され3、結果的に侵権責任法が成立
した。以下、立法案における注目に値するポイントをまとめる。 
1 初回立法案 
初回立法案は2002年に中国民法典草案における独立の第八編として提出され
た。初回立法案は総則 3章および特則 7章で構成され、全部で 68 条の条文であ
った。初回草案における法律規定の枠組みをみれば、総則における一般侵権と
特則における特殊な侵権規定に分けられ4、次の立法案の基礎として確立された。
そのなかで帰責原則では、過失原則（過失の推定を含める）および無過失原則
が規定されている。精神的損害賠償は、保護対象を拡大する要望に応じており、
人格権および一部の財産権に関する侵害が侵権責任によって保護された。その
後、民法典立法の中止のため、精神的損害賠償が法律で確定されなかったが、
最高人民法院司法解釈によって実現された5。特殊な侵権責任について、使用者
責任6、インタネット経営者責任7、列車・旅店などの安全保障責任8などの規定が
見られた。初回法案は侵権責任法の原点として後の立法に一つの手本を提供し、
                                                  
3 第四回侵権責任法法案は 139 票賛成、15 表反対、10 票棄権で批准された。 
4 员 顾全国人大常委会法制工作委 会主任 昂然在 2002 年 12 月 23 日在第九届全国人民代表大会 务 员常 委 会第
31 关次大会上作出的 于 华《中 人民共和国民法(草案)》的说明， 
http://www.fsou.com/html/text/bleg/5536489/553648933.htmlを参照。 
5 2001 年最高人民法院民事侵権精神損害賠償若干問題の解釈という司法解釈を参照。しかし、そのなかの
精神的損害賠償は二つの制限になされた。一つは損害結果の重大さ、例えば死亡および障害を生じさせた
こと。一つは精神的損害賠償は普通の民事責任より補助的責任にあたること。 
6法人の従業員が職務を遂行するため、他人に人身あるいは財産の権益を損害させたとき、法人は侵権責任
を負う。法人は賠償責任を負った後、その損害を生じた過失を有する従業員に求償を行使することができ
る。 
7インタネット経営者は、使用者がこのインタネットによる侵権行為をしたことを知った、あるいは権利者
から警告を受けたうえ、侵権内容の削除など侵害結果を消える措置を講じなかったとき、そのインタネッ
ト経営者とこの使用者とともに、連帯的責任を負う。権利者がインタネット侵権を行った使用者の登録資
料を求めれば、インタネット経営者は正当な理由がなくてその資料の提供を拒否するとき、相当な侵権責
任を負う。 
8旅館・銀行の客および列車の乗車者が旅館、銀行、列車のなかに他人の損害を受けたとき、侵権者は侵権
責任を負う。但し、侵権者が確定されない場合あるいは侵権者が賠償責任を履行する能力を持ってない場
合、旅館、銀行、列車の所有者あるいは経営者は保護義務を果たしたときに、責任を負わない；そうしな
いと、補償的賠償責任を負う。 
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法律の枠組みの確定に対し重要な役目に果たしたと思われる。 
2 次回立法案 
2008年 12月 22日に侵権責任法草案第二稿（本文には「次回立法案」という）
が審議された。法案の名称は「侵権責任法」に定着し、侵権行為の責任をめぐ
る法的基本なルールを定めるものを目指した。初回立法案により、20 条の条文
に拡張し、88 条の分量に至った。そのなか、やく 50 条文の規定は特殊な侵権
行為に関する規定である。次回立法案の組み立てについて、初回立法案のパタ
ンーに従って総則規定と特則規定に分けられ、総計 12章の規定であった。主要
なポイントは以下のように挙がられる。 
総則規定について、保護される対象は概括的な民事権益であり、具体的内包
が明らかでなかった。このような規定は非常に批判されており、特に債権侵害
と混同することが指摘された9。帰責原則の一つにあたる無過失責任原則の規定
は、「過失を有しない、法律によって行為者が侵権責任を負うべきと定める場
合、侵権責任を負う」となっており、本来の無過失責任原則とは違っているも
のになったという批判を招いた10。さらに、賠償金額の計算についての規定もみ
られなかった。第四章責任主体の特殊な規定において、後見人責任、意識を一
時的に失う責任、使用者責任、インタネットサービス提供者責任、安全保障責
任、幼稚園・学校の責任を規定した。だが、第四章の規定が特則規定であり、
総則に置ける法的構造は適当ではないとの指摘が見られる11。 
特則規定には、製造物責任や自動車交通事故責任や特殊な不法行為責任が含
まれ、過失推定あるいは無過失原則の帰責原則に基づいて規定された。特に一
種の侵権行為に対し、状況による異なる帰責原則で対処し得た。例えば、動物
占有責任について、一般的に過失原則により責任を確定させ、被害者に重大な
過失を持ったことしか占有者の免責にしない。しかし、獰猛な動物に侵害させ
た場合、被害者の故意によって起きた損害にするとき、占有者の責任が免除で
きる。動物園における動物からの侵害について、過失推定原則が適用され、動
物園は過失が存在しないことを立証できれば免責となる。 
特殊な責任において、医療責任について、医療機関以外の医務者の個人的責
任が規定され、過失推定原則に基づいて、告知義務の違反、注意義務の違反、
過度医療など責任を確定した。環境汚染責任について、現行基準に達した事業、
                                                  
9 对 权责 审议 见梁慧星《 侵 任法草案（第二次 稿）的修改意 》2009年 1月 25日の文を参照。
http://www.iolaw.org.cn/showarticle.asp?id=2403  
10 权责梁慧星《侵 任法 审议 评 见（第三次 稿）的 析与修改意 》2009年 11月 24日の文
（http://article.chinalawinfo.com/Article_Detail.asp?ArticleId=51229 ）を参照。 
11 对 权责 审议 见この批判について、梁慧星《 侵 任法草案（第二次 稿）的修改意 》2009年 1月 25日の文
（http://www.iolaw.org.cn/showarticle.asp?id=2403 权责 审议 评）および《侵 任法（第三次 稿）的 析与修改
见意 》2009年 11月 24日の文（http://article.chinalawinfo.com/Article_Detail.asp?ArticleId=51229 ）
を参照。 
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その汚染物の排出により他人に損害を発生させた場合、侵権責任が請求できる
という無過失責任が規定された。高度危険責任では、無過失責任を原則として
規定するものになった。 
3 立法案第三稿 
 2009年 10月 27日、侵権責任法立法案第三稿が作成され、11月に人民代表
大会常務委員会に提出され、審議を行った。第三法案の枠組みについて、次回
法案の立法方式に沿って総則と特則に分けられた。総計 12章の法案において、
さらに 92条の条文に拡張された。主要な修正は以下のように挙げられる。 
 まず、法案の保護範囲（2条）について、具体的な民事権利が列挙されており、
次回法案における侵権責任法の適用範囲が限定された。保護される権利は絶対
権に明確化され、保護される利益は人格的利益（死者の名誉）あるいは財産的
利益に限られる。これは中国台湾民法第 184条の規定と一致しており、多数の
民法学者に賛成された。特に、プライバシー権が初めて独立の権利として承認
され、過去の名誉権に内包される権利から分離することは、立法上一つの進歩
だと非常に高評価を貰った。だが、本条では侵権責任の構成要件12および制限条
件について規定されない、「結果責任」と混同しやすいため、「本法に基づい
て」侵権責任を負うと限定するものとされた。 
 帰責原則では、無過失責任の帰責原則について用語は次回法案に対する批判
に応じて変わており、「行為者は他人の権益を侵害するとき、行為者の過失の
有無を問わず、法律規定による責任を負うべき場合には、その規定に従う」と
された。このように、無過失責任というのは過失を有しない一つの責任との誤
解が回避できると思われる。 
 複数人の侵権責任のなかに、次回法案における教唆・帮助責任の規定が変わ
た。本来次回稿における無責任能力者・制限責任能力者の侵権責任について、
教唆者は完全的責任（被教唆者は責任無能力者の場合）と主要な責任（被教唆
者は制限責任能力者の場合）を負い、幇助者は負いすべき責任を課されると規
定された13。いわゆる、教唆者・幇助者の侵権責任は教唆・幇助する対象の責任
能力により、全部の責任、主要の責任、相当の責任を負う区別がある。しかし、
第三稿には、次回稿の規定を簡約化し、教唆・帮助責任は統合的に侵権責任を
負うものになる14。 
                                                  
12 梁氏により、中国侵権責任法における侵権責任の構成要件は、違法性に関わらず、侵害しか要求しない
のは、ドイツ民法（823）および台湾民法（184条）における不法行為の構成要件として不法性の規定と違
っていることが要注意。 
13 1998 年最高人民法院民法通則を貫徹する若干問題の意見の司法解釈 148 条を参照。 
14 ここでの修正は、教唆・幇助対象を区別する意義が失い、裁判に裁量の自由さが過大化の恐れがあると
いう批判が見られる。梁慧星《侵权责任法（第三次审议稿）的评析与修改意见》2009年 11月 24日の文
（http://article.chinalawinfo.com/Article_Detail.asp?ArticleId=51229 ）を参照。 
 6
 精神的損害賠償とは、次回稿における侵害行為の「故意」を要請するが、第
三稿には侵権の故意は必要ではないものになった。さらに、「侵害によって被害
者が死亡あるいは障害を負わされたとき、親族は精神的損害賠償が請求できる」
規定が削除され、死亡賠償金および障害賠償金にされた。 
 それ以外、特則規定について、主要な修正は使用者責任、医療責任、環境汚
染責任、および墜落物責任において見られる。まず、使用者15責任では、次回稿
には労働関係における使用者責任しか規定されなかった。第三稿において、使
用者責任が労務の請負関係および労働派遣関係にまで広げており、労働関係に
おける使用者責任とともに三つの「使用者責任」が充実された。医療責任につ
いて、医務者の免責事由が加えられ、次回稿における医療侵害の立証は過失推
定の立証倒置の規定が削除され、過失原則による因果関係の立証責任に戻った。
免責事由といえば、1）患者および親族が診療に対し協力しないこと；2）救急
措置を行うとき、医務者は合理な注意義務を尽くすこと；3）当刻時の医療水準
による治療は困難であること、三つの条件となる。このように、患者と医療機
関・医務者の利益が均衡できるであろうと思われる。環境汚染責任について、
元の「汚染排出は規定される標準に達し、他人に損害を生じたとき、排出者は
相当の侵権責任を負うべき」規定が削除された。墜落物に関する侵権責任では、
加害者が確定できないとき、次回稿における加害者になりえる者は賠償責任を
負うと定めたが、第三稿の修正による補償責任と変わった。 
4．侵権責任法法律案の成立 
 2009年 11月立法案第三稿の審議を行った後、審議された第三稿16は 11月 6
日に全国に公表され、一月末を期限とする意見聴取の段階に至った。その後、
12 月 26 日、修正さたた立法案第三稿は第 11 届人民代表大会常務委員会第 12
次会議で通過し、最終的に侵権責任法として成立した。成立した侵権責任法は
立法案第三稿について主に以下のように修正された。 
まず、総則規定について、法律の保護範囲では栄誉権、婚姻自由権、発見権
が追加された。侵権行為により引き起こされた多数の死亡者に対する確定は、
交通事故あるいは鉱山事故の限定が削除されており、年齢およびもとの経済状
況を問わずに確定し得るとした規定も取り消された。そして、多数の死亡を生
じさせた場合、特定な侵権行為にとどまらず、すでに同様な損害賠償を確定し
得る。さらに使用者責任について、立法案第三稿には労働において起きた侵権
行為は使用者責任に当たる要素と規定されたが、職務の関連性があるか否かが
明らかでなかった。そのため、その修正として、職務を遂行するために起きた
                                                  
15 本法における使用者の概念は、日本法における使用者の概念と違っている。雇用関係における使用者に
とどまらず、請負関係（労務関係）における請負人および労働派遣関係における派遣先の使用者を含める。 
16 第四回立法案の原文は下記の中国中央政府サイトを参照。
http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/lfgz/flca/2009-11/06/content_1525914.htm 
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侵害は代わりに使用者責任の構成要件とされた。 
特則規定においていくつかの修正も見られる。まず、全体として第三稿に関
連する法律の免責あるいは責任の軽減の規定が削除された。それゆえ、製造物
責任、環境汚染責任、高度危険責任は他人に損害を生じさせた場合、侵権責任
を負うべき厳格な責任が追及できるとした。さらに製造物責任において、懲罰
的損害賠償の請求について、より大きな損害を要請できるとした。つまり、他
人に死亡あるいは重大な損害をもたらした場合にのみ懲罰的損害賠償が請求で
きるとした。 
医療損害責任について、まず侵権行為者は医務者にとどまらず、医療機関に
及ぶとされた。しかし損害賠償の責任者は医療機関のみになされた。これらの
規定は、医者と患者の関係を調和するために作れたものと考えられる。医療損
賠責任を医療機関に請求する規定は、医療紛争の氾濫と医療資源の相対的不足
との矛盾を考慮した結果である。医療水準および医者の注意義務は、第三稿で
は地域の格差あるいは医療機関・医者の資質により差別的に判断すべきとした
規定が削除された。立法案における患者に関する「医療文書および他の資料」
の言葉が概念の厳密性が足りないため、「病歴」いわゆる「カルテ」に変更され
た。薬、消毒剤および医療器械の瑕疵により生じた侵害は、第三稿では、医療
機関の賠償責任が規定され、さらに医療機関は瑕疵を有する薬および医療器械
の生産者、血液の提供機構に協議の上で求償できると規定されていた。侵権責
任法においては、「協議の上で」を削除し、医療機関に求償できる権利を明確に
した。過度医療の侵権責任は、立法案において医療機関に過度医療の治療費用
の返還および損賠賠償が規定されたが、新法案においては責任に関する規定が
削除された。この修正は過度医療の判定を困難にするものであろう。 
 それ以外、動物により他人に損害させた責任は飼育動物に限定し、飼育動物
による損害責任に変った。物件責任では、建築物および構造物その他の施設な
どの倒壊による侵害について、デザイン者および施工者の連帯的責任が追加さ
れた。 
 以上から、侵権責任法における責任の主体は統一され、法律の厳密性が強調
した。さらに、特殊な侵権責任について、責任の免除および軽減はより制限さ
れ、被害者の効率的な救済をめぐって法律体系を形成できた。それでは、本法
の枠組みを挙げよう。 
 
三 侵権責任法の枠組み 
新たな侵権責任法は、12 章 97 条の規定がなる。各章にとして以下のようにと
らえる：第一章一般的規定、第二章責任構成および責任方式、第三章責任の免
除および軽減、第四章責任主体に関する特殊な規定、第五章製造物責任、第六
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章自動車交通事故責任、第七章医療損害責任、第八章環境汚染責任、第九章高
度危険責任、第十章動物占有責任、第十一章物件損害責任、および第十二章附
則。第一章から第四章までは、侵権責任について総則の規定であり、第五章か
ら第十一章までは特則の規定である。 
侵権責任法の規定は、従来民法通則および司法解釈、消費者保護法、製造物
質量法、交通事故処理条例、医師法および医療事故処理条例など法律に関連し、
既存の法律から発展してきたものと思われる。そのため、侵権責任法とそれら
の法律との関連について、本章では新法の規定とともに展開したい。 
1 総則の規定 
侵権責任法の枠組みから見ると、総則規定は第一章の一般規定、第二章の責
任構成および責任方式、第三章の責任の免除および軽減、第四章の責任主体に
関する特別規定が含まられる。この部分は、侵権責任法の適用範囲、帰責原則、
賠償責任の算定、免責および責任軽減の事由、複数の侵権の責任など一般的な
規定を定めている。特則規定との関係では、一般的な侵権責任を規制し、特則
における特殊な侵権責任に属しないものを対象する基準と思われる。 
このような法的構造は民法通則および関連する司法解釈における侵権責任の
法体系を受けつぎ完全にするものと思われる（例えば侵権責任の種類には、医
療損害責任しか増加しないことがわかった）。本法は過去違約責任と混同された
民事責任から分離させており、侵権行為の法律責任すなわち被害者の救済を中
心に構築されるものと考えられる。 
1.1 適用範囲 
本法の適用範囲についての規定は、前に述べたように数回修正された。次稿
において民事権益が概括的に規定されたが、立法案第三稿において具体的な権
利が列挙され、このような規定により、最終的に限定的な人身および財産に関
する権利および法益を侵権責任法の保護範囲と規定された。つまり、侵権を受
けない保護される権利として、生命権、健康権、姓名権，名誉権、栄誉権、肖
像権，プライバシー権、婚姻自由権、監護権、所有権、用益物権、担保物権、
著作権、特許権、商標専用権、発見権、株主権、相続権など権利に限定されて
いる。法益は、人身的・財産的民事権益に限られる。 
1.2 侵権行為の成立要件 
本法第 6 条に示された一般的侵権行為は、１）加害者の故意・過失、２）損
害の発生、３）加害行為と損害の間の因果関係、という三つの成立要件がそろ
って成立する。日本の不法行為法と違っており、加害行為の違法性は侵権行為
の成立要件ではないと思われる17。 
責任能力について、侵権責任の損害賠償責任を負わせるためには加害者に責
                                                  
17 王利明「侵権行為法研究（上）」第三編、人民大学出版社 2004年。 
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任能力があることが必要である。本法において、無責任能力者又は制限責任能
力者の侵権責任は主に第32条および第９条教唆・幇助の侵権責任に規定される。
つまり、教唆あるいは幇助により他人に損害を生じさせた場合、無責任能力者
又は制限責任能力者は侵権責任を負わない。その侵権責任について、これらの
者を監督する義務のあった者（後見者）が、監督義務に違反があったとして代
わって侵権責任を負うことになる。後見者は監督義務を果たした場合、侵権責
任が軽減できる。 
1.3 帰責原則 
帰責原則では、1986 年民法通則第 106 条の規定を踏まえ、本法は過失責任原
則および無過失責任原則を結合する帰責原則を規定し、さらに過失原則におけ
る過失推定責任を規定した。第６条第１項における過失原則の規定は、民法通
則第 106 条第１項に基づいて簡素化されるものである。すなわち、民法通則に
おける「公民および法人」を「行為者」とし、「国および集合体の財産の侵害」
「他人の財産および人身の侵害」を「他人の民事権益の侵害」とし、より正確、
簡潔な規定となった。特に「過失推定」の規定は新たなものであり、一つの特
殊な過失原則の規定である18。 
無過失原則は法定の状況のみ適応され得る一つの帰責原則である。本法にお
ける無過失原則に関する規定は、民法通則第 106 条第３項に基づき修正された
ものである。しかし、民法通則の規定「過失を有しないが、法律規定によって
民事責任を負うべきであるとするとき、民事責任を負う」という言葉の使い方
は、当時の法学研究に限られ、適切なものではない、現実に誤解および混乱を
招きやすいものといわれる19。それゆえ、今回の侵権責任法により、無過失原則
の言葉の表現を是正しており、一つの立法上の進歩と評価された。 
1.4 侵権行為の効果 
 侵権行為の責任方法は、損害賠償が原則であるが、本法における侵権責任で
は、以下のとおりに 8つの責任が規定されている：1）侵権行為の差し止め；2）
障害排除；3）危険の除去；4）財産の返還；5）原状回復；6）損害賠償；7）謝
                                                  
18 実は、中国における侵権責任の帰責原則は、学説による「三つの原則説」、「二つの原則説」、「一つの原
則説」がある。「三つの原則説」によれば、帰責原則は過失責任、無過失責任および公平責任である。「二
つの原則説」により、帰責原則は過失責任および無過失責任がある。公平責任は実は極端の情況であり、
意外事故による損害を分担するある特殊な救済措置であり、帰責原則に当たらないと思われる。「一つの原
則」をいわば、帰責原則は過失原則のみを意味し、無過失責任は「例外規定」にあたり、帰責原則ではな
いと主張する。今回侵権責任法の立法の際に、次回法案の説明文によって、侵権責任法の帰責原則は過失
責任および無過失責任であり、「二つの原則説」を採用することがわかる。 
19 学説により、無過失原則は、現代の帰責原則であり、特殊な侵権における立証責任の問題について解決
策というものである。一つの場合、例えば製造物の瑕疵の被害や労働者の業務被害について、被害者は加
害者の過失の立証が困難であり、賠償を与えられない可能性が高い。一つの場合、環境汚染侵害、建築の
倒壊による侵害について、被害者は加害者の過失を証明する必要がない。以上二つの場合に、過失原則か
ら進化した無過失原則は侵権者の過失にかかわらず一つの帰責原則と現れた。そして、「過失ない」によっ
て無過失原則を定義する規定は正確ではないものである。 
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罪；8）影響の除却及び名誉回復。侵害された者はすべての責任形式を侵権者に
請求できる。それ以外、前に述べたように、特定の侵権行為に対しては、精神
的損害賠償が請求できる。ただし、精神的損賠の要請は損害の重大さを要請す
る。 
1.5 損害賠償責任の計算 
侵権責任についての算定は、人身侵害と財産侵害の二つの場合に分けられる。
財産に対する侵権行為について、損害賠償は損失を起した時点で財産の市場的
価値また他の方法により計算する。 
人身に対する侵権行為について、賠償すべき費用は医療費用、看護費用、交
通費、賃金損失などを含める治療及びリハビリテーションのため支出する合理
的な費用と限定される。さらに、被害の程度により特別的損害賠償を請求する
ことができる。例えば、障害をもたらした場合には、侵権者は障害を補助する
用具についての費用および障害賠償金20を負わなければならない。死亡の場合、
葬儀費及び死亡賠償金21の賠償責任が生じ得る。 
そもそも、侵権行為により死亡あるいは障害を受けた被害者は、受け得る損
害賠償の金額についてかなり身分の格差が出る。いわゆる「人間の命の価値が
違っている」わけである。司法解釈によると、障害賠償金は都市と農村住民の
年平均の消費支出によって計算する。死亡賠償金は都市部の住民の消費支出あ
るいは農村部住民の年間収入によって計算する。ゆえに、被害者は都市戸籍あ
るいは農村戸籍によって異なる賠償を与えることになった。このような賠償原
則は都市と農村の戸籍差別（身分差別）を浮き彫り、適用された重慶事件を非
常に批判された22。本法において死亡賠償金の計算を改正された。つまり、一つ
の侵権行為による複数の命を失った場合に、被害者は同一の死亡賠償金を請求
できる（17 条）。 
具体的に、人身的利益を侵害させた場合には、損害賠償の算定はまず発生さ
せた損失により計算する。実損が確定できない時に、侵権行為者にもたらした
利益により計算するものになる。加害者が受けた不法的利益も確定できず、被
害者および加害者が損害賠償の金額についても合意できない場合、人民法院の
裁判により計算されることになる。 
以上述べた侵権責任を除き、被害者を保護するため、さらに受益者責任と公
平責任が規定される。受益者責任では、他人の民事権益の侵害にならないよう
に自分を侵害した場合、加害者が逃走しまたは加害者が責任を負う能力を有し
                                                  
20 障害賠償金及び以下の死亡賠償金は、元最高法院による精神的損害賠償について司法解釈によると、精
神的損賠賠償の性格を付けている。 
21死亡賠償金遺族に対する慰謝料。 
22 重慶事件とは、2005 年 12 月 15 日に重慶市江北区に起きた交通事故事件であった。この事件において、
3名中学校女性生徒は死亡になされた。このかなに、2名は都市戸籍であり、一人で 20 万の死亡賠償金を
与えたが、1名は農村戸籍であり、約 9万のみの死亡賠償金を与えた。 
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ない場合、受益者は被害者にあげた補助的責任を負う。公平責任といえば、被
害者および加害者の双方は誰にも過失なく損害を生じた場合、双方で損失を分
担する責任となる。 
1.6 侵権責任の免除および軽減 
本法における侵権責任は、過失原則を基本として構造されているものである。
そして、過失を有する方に責任を負わせることになされ、被害者及び加害者の
両方に適用し得る。したがって、被害者が損害に対し過失を有する場合に、過
失相殺のため侵権責任が軽減できる。損害は被害者の故意による起きる場合に
は、侵権行為者の責任は免除できる。 
それ以外、正当防衛および緊急避難の場合、不法行為の違法性を阻止ないし
減殺する事項にあたり、不法行為責任の軽減あるいは免除をもたらすことにな
る。 
注意すべきところは、本法立法案第三稿では、特別法律の規定によって侵権
責任を免除あるいは軽減し得る規定が、法律案を成立する時にすべて削除され
てた。 
1.7 複数の侵権行為の責任 
複数の侵権行為についての侵権責任では、本法によって四つの侵権行為に応
じて規定される。四つの侵権行為と言えば、共同侵権行為、教唆および幇助の
侵権行為、共同な危険行為、原因の競合である23。 
1.7.1 共同侵権行為 
民法通則第１３０条により、二人以上の共同侵権が他人に損害を生じさせた
場合、行為者らは連帯的責任を負う。ここでは共同侵権の構成要件は、中国の
学説により意思連絡の有無を問わず、行為の関連性および結果の統一性を有す
れば、共同侵権となる見方が一般である。その後、最高人民法院人身損害賠償
に関する司法解釈には、さらに共同侵権を二種類に区分けて、共同過失の侵権
と同一損害結果の侵権が規定される。共同過失の侵権といえば、共同的故意あ
るいは過失により発生する侵権といわれる。ここでは、行為者の意思連絡を重
視するものである。後者の場合、行為者の意思連絡とかかわらず、直接に損害
結果を生じさせたときに、行為を関連する共同侵権にあたるものとする。本法
により、共同な侵権行為に対し連帯的責任を問う。特に司法解釈に照らと、第 8
条の規定は司法解釈における「意思連絡を有する」の共同な侵権と同様であり、
第 10 条は「行為の関連」の共同な侵権規定と一致にすることがわかる。このよ
                                                  
23日本の民法上、複数の不法行為者がある損害の発生に関わる場合、責任の配分について民法 719 条による
三つの責任方法を定める。いわゆる狭義の共同不法行為、加害者不明の共同不法行為、および教唆したり
帮助したり者がいた場合の不法行為。これらの共同不法行為の限定は、狭すぎだと批判されており、実際
には多様な共同不法行為に応じ得ないといわれた。今回の中国侵権責任法において、複数の侵権行為には、
共同な侵権行為、教唆および幇助、共同な危険行為、および原因の競合が規定され、日本の民法規定によ
り広がったと思われる。 
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うな共同な侵権について責任の規定は、ドイツ民法（BGB830）、日本民法（719
条）および中国台湾民法（184 条）と異なるものだと思われる。 
1.7.2 教唆および幇助 
本法において、教唆および幇助の侵権は、日本（791 条 2 項）や台湾民法（185
条 2 項）と違っており、「みなされる」の不法行為ではなく、一つの独立な侵
権行為とされる。その侵権行為に応じ、教唆および幇助の侵権責任を定めてい
る。前文に述べたように、立法案第三稿の際に、教唆および幇助の対象につい
て、法律上の行為能力の有無および制限によって区別的侵権責任を規定すべき
指摘が見られたが、成立案において次回立法案に戻らず、統合で侵権責任を規
定された。そのため、法律を適用するときに、制限能力者に教唆あるいは幇助
を行った侵権者が全部の侵権責任を取るか、あるいは一部の侵権責任を取るか
が、さらに解釈の必要が出でしまう24。 
1.7.3 共同危険行為   
共同危険行為の侵権責任25について、複数の者の行為があったが、そのうち誰
の行為が損害を発生させたのが不明の場合に、行為者全体に連帯的責任を課さ
せることになると規定される。現行民法通則において、共同危険行為に関する
規定が見られない。最高人民法院人身損害賠償について解釈第 4条により、「複
数人は他人の身体安全を脅かす行為を共同で行って、損害結果をもたらした場
合、実際の侵害行為者を確定できないとき、民法通則第 130 条の規定に照らし、
連帯的責任を負う」という規定が見られる。それから、共同危険行為は独立な
侵権行為であって、見なされる不法行為と規定するドイツ民法（BGB 830）、日
本民法（719 条）、および台湾民法（185 条）と異なっている。構成要件として、
複数の行為者、行為の危険性、および具体的な加害者の確定不能という三つの
要件をいずれも達しなければならない。その一方、侵害行為を共同で行ったか
分別で行ったか、あるいは意思連絡があるか否かは、共同危険行為の鑑別と関
わらないと考えられる。 
1.7.4 原因の競合  
侵権法における原因の競合とは、複数の原因が競合して、これにより同一の
損害をもたらしたものである。ここでの原因は、加害行為でもあるし、危険物
でもあるし、共同な侵権行為と違っている侵権行為の種類と考えられる。ゆえ
に、共同な侵権行為に対する連帯的責任は、原因の競合において適用されない。
その侵権責任の形式は、原因行為あるいは原因力によって生じた損害結果に作
                                                  
24 民法通則 148 条により、教唆および幇助で侵権行為をした場合、共同な侵権に当たられ、他の侵権者と
連帯的民事責任を負う。民事行為無能力者に教唆あるいは幇助したものは、侵権者にあたり、全部の民事
責任を負うべきである。民事行為能力制限者に教唆あるいは幇助したものは、共同的侵権者であり、主要
な民事責任を負うべきである。 
25 元規定は最高法院による人身的損賠賠償について司法解釈第 4条の規定である。この規定により、共同
危険行為がある場合、民法通則第 130条の連帯的責任という規定が準用される。 
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用する力に基づき確定されるものである。 
  ここには述べた原因の競合に当たる侵権責任は、もともと民法通則において
規定されるものではなく、民法理論および裁判法理において認めた侵権責任で
ある。最高人民法院により人身的損害賠償について司法解釈によって（3条2項）、
二人以上の行為者が過失なくそれぞれの侵害行為の間接的に結びつけたものに
よって同一な損害結果を生じさせた場合、各々の過失26あるいは原因力27の比例
による損害責任の負うと規定が見られる。        
 本法は司法解釈に従って原因の競合を創設した。原因の競合について、分別
で行った侵権行為と複数の加害者（あるいは加害者と侵害物の結合）との二つ
の構成要件が要請される。 しかし注意すべきものは、ここでの行為は積極的行
為のみに限られる28。 さらに、各々侵害行為（侵害物）は全部の損害を生じさ
せられないことが必要である29。法律効果として、責任が確定できる場合には、
責任の大きさに基づき侵権責任を負う；責任が確定できない場合には、加害者
らは均等に責任を負う。 
1.8 特殊の責任主体について 
本法における侵権責任がいくつの特殊の責任主体に応じて規定されている。
特殊の責任の主体では、責任無能力・限定的責任能力者、使用者、注文者、安
全保障責任を持つものと四つのものと考えられる。特に安全保障責任を持つも
のに関する侵権責任は、バーチャル世界のインターネット安全の考慮も含まれ、
伝統的な安全保障責任を拡充した。したがって、安全保障責任は公衆場所や教
育機関の安全保障責任とインターネットの安全保障責任が含まる。即して、特
殊な責任主体の侵権責任は以下のように挙げられる。 
1.8.1 責任無能力者・制限責任能力者の侵権責任 
民事責任能力に関して、無責任能力者または制限責任能力者の場合、侵権責
任は親権者に帰属する。親権者は監督義務を尽くした場合、不法性を相殺せら
れ、侵権責任を軽減しえる。更に、賠償について、制限責任能力者が財産の有
無による違っている。財産を有する者は、まず所有する財産によって賠償を支
払う。足りない部分だけを親権者に賠償させる。完全の責任能力を有する者に
ついて、一時的に意思能力を失い自己ができないものの、損害責任を負うべき
である。ただし、他人の損害に対する過失の有無による責任が異なる。過失を
                                                  
26 過失により責任の認定は、侵権行為によって損害を生じさせた場合に適用する。 
27 侵害結果を生じた原因は行為および侵害物が共存した場合に、原因力の比例によって責任を確定する。 
28 注意に値することでは，民法上の「行為」は積極的行為「作為」と消極的行為「不作為」と区分ける。
ここでの「作為」では、積極的行為（作為）を示し、消極的行為「不作為」を含めないことがわかる。例
えば、36 条のインターネットサービス提供者は必要な措置を講じなかった場合、拡大された損失に限り実
際な侵害者（インターネット使用者）と連帯的損害賠償責任を負うとの規定は、ここでの原因の競合に属
していない。 
29 そうではないと、本法 11 条の「行為の関連」に成立し、行為者らは連帯的侵権責任を負うものになる。 
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有する時に、完全の損賠責任を負うべきである。過失を有しない時に、加害者
の経済状況による適当な補償責任を課させる（33 条）。だが、飲酒や麻薬類で意
識を失う場合には、引き起こした他人の損害に侵権責任を負うべきである。 
1.8.2 使用者責任 
そもそも民法通則において、使用者の責任が規定されなかった。そして、法
律を改善するため、最高人民法院人身損害賠償案件の審理について法律適用の
若干の問題の解釈により、雇い主の責任を規定した（15条）。その雇い主の責任
に基づき、本法には使用者の責任が規定され、法人と自然人との使用関係（雇
用関係）（34条）派遣の労働関係（34条 2項）、自然人における使用関係（労務
の請負関係）（35条）の 使用者責任を区分けされた。 これらの使用者の責任の
創設は、英米法の影響を与えられ、使用者の選任および監督の過失にかかわら
ず、雇い主の責任すなわち「使用者責任（Employer Vicarious Liability）」を採
用した。本法により、使用者の事業において勤務している労働者が業務を遂行
する時、第三者に損害をもたらした場合、使用者は侵権責任を負うと規定され
る。派遣労働について、侵権責任がどうなるか。本法により、派遣された労働
者が事業を執行するため他人に損害を加えた場合、派遣先の使用者は侵権責任
を負うものにする。派遣元の使用者は、過失があった限りに補助的な侵権責任
を負うと規定される（34 条）。このような使用者責任は、大陸法系における使用
者の責任と異なっており、ドイツ民法（BGB831）、日本民法（715 条）および
台湾民法（188条）の規定と違っている。 
しかし、ここでの使用者をいかに解釈すべきかが問題となる。学説により、
第 34条 1項における使用者は、企業にとどまらず、公共機関および官庁にも含
まれべきといわれる。そもそも民法通則において、公務員の侵権責任が規定さ
れているが、業務を遂行するため他人の合法的権益を損害したとき、民事責任
を負うことであった（121条）30。本法の使用者責任は、公務員責任を明確され
ていないものの、公務員の侵権責任を含めるはずだと思われる。従って、本法
の規定は民法通則第 121 条を代わるものと考えられる。さらに、行政訴訟法お
よび国家賠償法における公務員の侵権責任について規定は、特殊法上の規定と
し、侵権責任法の一般の規定とともに使用者責任を規制される。 
労働関係における使用者責任の規定について、日本民法 715 条と比べると、
主に二つ点が違っている。まず労働関係における使用者責任の責任者について、
日本の場合は代理監督者に限定されており、中国より狭い範囲に限られる。中
国には、労働者の職位に関する要件が必要ではないため、使用者責任は広汎化
される。更に、使用者責任の免責について、日本では使用者は注意義務を尽く
                                                  
30 「民法通則」第 121 条は「国家機関あるいは国家機関における従業員は、業務を遂行するとき、公民、
法人の合法的権益を侵害した場合、民事責任を負う」である。 
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したうえに、不法行為責任を免除できる31。このような注意義務により使用者責
任を免除し得る規定は本法には見られない。 
他方、使用者責任において、労務の請負関係32における使用者責任33と派遣労
働関係における使用者責任が規定されている。労務の請負関係における使用者
責任には、請負人により他人に損害を発生させた場合、元請負人は侵権責任を
負うと規定される。請負業務により請負人が侵害させたときに、過失原則に基
づき責任を確定するものにする。比較として、日本民法 719 条における注文者
責任では、請負人の侵権責任は原則として元請負人には過失を有したことに限
り第三者に賠償責任を負う。そして、日本の注文者責任は、本質的に請負人（加
害者）との共同不法行為責任である。ここでの過失の要件として、業務上の指
示に止まらず、請負人の選任および依頼した仕事の内容も含まれる34。侵権責任
法の文面により、請負人と元請負人の誰に過失があったことを問わず、責任が
すべで元請負者に帰属することになる。派遣労働における使用者責任には、派
遣先の使用者は侵権責任を負うと一般に規定されている。ただし派遣元の使用
者が過失を有した場合、相当の補充責任を負う。 
使用者責任について、使用者は侵権行為を起きた労働者に求償する権利があ
るか否か、が問題になる。侵権責任法において、この求償権を規定していない
が、論理的に故意あるいは重大な過失により侵権行為を行った労働者に、使用
者は求償する権利が認められるはずだと思われる。だが、どの程度で求償でき
るかがまた立法に明確しなければならない。 
1.8.3 安全保障責任 
以上述べたような責任無能力者の責任、使用者責任以外、本法には安全保障
責任を規定している。具体的に言えば、安全保障責任はインターネット侵権責
任、ホテルや商店など公共場所における安全配慮義務を尽きされない侵権責任、
幼稚園および学校における侵権責任の三つの侵権責任にするものである。 
まず、インターネット侵害について、インターネット利用者およびサービス
提供者はサイバーにより他人の侵害に対し負うべき侵権責任である。 この規定
の創設は、近年最も注目されているインターネットと関わる名誉損害、プライ
バシー侵害の社会問題を応じえるからである。インターネット侵権は、ある共
同な侵権行為にあたり、連帯的責任を求める可能性がある。しかし、連帯的責
                                                  
31 日本民法 715条において「使用者が被用者の選任および事業の監督に付き相当の注意をしたとき、又は
相当の注意をしても損害が生じざるを得なかったときは」、使用者は損害賠償責任を負わない規定がある。 
32 中国では「労務関係」と書きされ、雇用関係と区別する「労務の請負」との法律関係である。特に自然
人の間に存在する一つの「使用関係」であり、請負人の独立性や自主性を強調している。 
33 日本の注文者責任と似ていると思う。 
34 日本では、元請負人の過失と損害発生の間に因果関係の要請について、学説上同列説及び注意規定説が
ある。判例によると、注意規定説を認められ、元請負者の過失と損害発生の間に因果関係の成立が必要で
あることを示した。 
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任の成立は以下の要件を備わっていなければならない。第一に、サービス提供
者が侵権行為を知っていないが、被害者から侵害を差し止めの要請を応じなか
った場合、連帯的責任が生じ得る。具体的に、被害者が被害事実をサービス提
供者に知らせたあと、インターネット業者は侵害内容の削除、遮蔽、リンクを
断ち切る等必要な措置を講じる請求に応えない場合、拡大された損害の部分に
ついて侵権者とともに連帯的責任を負うべきである。第二、インターネット業
者が侵害行為を知っているうえ、必要な措置を講じなかった場合、被害者はイ
ンターネット業者に加害者と連帯的侵権責任を請求し得る。ここでの問題は、
過失の立証責任は如何にするか。さらに、第二の場合に、インターネット業者
の「明知」（承知の上で行った事柄）は被害者側の立証責任であるかサービス業
者の立証責任であるかが問題にされるものになった。   
このほかは、公共場所における安全保障責任が規定される。安全保障責任に
ついて理論は、ドイツにおける判例法理の「取引の安全注意義務」理論を参照
してきた。この理論により、公衆場所において起きた損害賠償事件に法的救済
を提供する。公共場所といえば、ホテル、商店、銀行、駅、娯楽場などの場所
を列挙する。公共場所の管理者あるいは公共場所において公衆活動を組織した
組織者は、公衆の安全配慮義務を尽くさない場合、他人の損害に対し侵権責任
を負うと規定される。第三者により侵害を発生させた場合、第三者は侵権責任
を負うが、管理者あるいは組織者は過失を有する（安全配慮義務を尽くされな
かった）場合、補充責任を負う（37 条）。 
最後に、幼稚園および学校に教育および寄宿において起きた身体侵害につい
て、被害者の責任能力の有無により侵権責任が違っている。責任無能力の被害
者について、幼稚園や学校は損害に対し責任を負うべきである。ただし、幼稚
園や学校は教育・管理義務を尽くしたことを立証できれば、責任を負わない。
被害者が責任能力制限者に当たる場合、幼稚園あるいは学校は教育・監督義務
を尽くさなかった限り責任を負わない。以上からみると、責任能力制限者より
責任無能力者の保護を増加させており、次第に学校の責任を加重させたことが
わかった。第三者による身体損害を生じた場合、第三者に求償することができ
る。しかし、幼稚園および学校は管理義務を尽くさなかった場合、補充責任を
生じえる35。 
 
2 特則規定 
侵権責任法における第五章から第十一章まで特則の規定である。特則規定に
                                                  
35 もともと、1988年最高人民法院民法通則を貫徹実行す若干問題の意見 160条により、幼稚園、学校にお
いて生活をしており、学習をしている民事行為無能力者、あるいは精神病院において治療を受けている精
神病患者は、被害されたまた他人に損害を生じさせた場合、幼稚園、学校、精神病院が過失を有したとき
に、適当な賠償を求められる、と規定された。 
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ついて、一般的な過失原則という帰責原則を用いず、特殊な侵権責任をめぐっ
て規定するものである。特殊な侵権責任では、製造物の責任、自動車交通事故
責任、医療侵権責任、高度危険責任、動物占有責任、建築物および物件責任（本
法では、物件責任と言われる）が含まる。それでは、特殊な侵権責任を具体的
に挙げる。 
 
2.1 製造物責任 
製造物により損害を生じさせた場合、その侵害行為の責任は製品質量法、消
費者保護法、食品安全法などにも規定されている。本法はそれらの法律との関
係は一般法と特別法との関係である。具体的に、本法第 41条の規定は、実は製
品質量法第 41条厳格責任の規定を繰り返したものである。そのなかに「法律規
定により責任を負わないあるいは軽減できれば、その法律規定に従う」という
規定は、製品質量法第 41条 2項に規定される三つの免責事由を意味するもので
ある。すなわち、製品の生産者は以下のようないずれの事情を証明できれば、
賠償責任を負わない：１）製品を流通に投入しないこと、２）製品を流通に投
入するとき、損害を生じさる瑕疵が存在しないこと、３）製品を流通に投入し
たとき、科学および技術の水準によりこの瑕疵を発見できないこと。 
2.1.1 製造物責任の帰責 
製造物の欠陥により他人に損害をもらしたときに、侵権責任者は生産者ある
いは販売者に当たる二つの場合に分かれる。製造物の欠陥により他人を侵害さ
せた場合、生産者は侵権責任を負う。販売者の過失によって製造物の欠陥を生
じた場合に、販売者は侵権責任を負うことになる。しかし、販売者は欠陥を持
っている製造物の生産者あるいは元販売者を説明し得ないときに、過失の有無
を問わずに侵権責任を負わなければならない。以上述べるように製造物の生産
者および販売者が誰に侵権責任を請求するかは被害者により定める。いわゆる、
被害者は真実な侵権責任者に止まらず、製造物の生産者又は販売者に損害賠償
を求める選択権を有している。被害者に賠償を済ませた後、賠償をした生産者
あるいは販売者は真正な責任者（第三者責任者）に追償できる。  
2.1.2 製造物侵権の救済 
侵権行為により侵害された法的権益は、人身あるいは財産安全と関わる権利
に当たる場合、被害者は侵権行為者に障害または危険を排除することが請求で
きる。瑕疵を有する製造物について、生産者及び販売者が瑕疵を発見した後、
警告、回収など救済政策で対応しなければならない。それらの救済政策を速や
かにまたは効率的に行わなかった場合、生産者あるいは販売者はそれにより起
きた損害に侵権責任を負うべきである。さらに、製造物の瑕疵を承知の上で、
生産あるいは販売を続けており、他人の身体あるいは健康に重大な侵害（死亡
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あるいは健康に対する厳重な損傷）を起こさせた場合、被害者は懲罰的損害賠
償を求める。 
2.1.3 懲罰的賠償責任   
そもそも中国の民法通則では、ドイツにおける民法理論の影響を受けており、
民事責任と公法上の責任と厳格的に区分した。そのため、民法通則において、
製造物に関する懲罰的賠償責任を定めなかった。しかし、20 世紀 80 年代後半か
ら、中国にはにせものや粗悪品が氾濫したり、目方が足りない商売が消費者の
権益を損害させたり深刻な社会問題が起きた。その現状に応じえるため、1993
年の消費者保護法の立法において、アメリカ法の懲罰的損害賠償の法制度を導
入し、消費詐欺に対し代金の一倍で懲罰的損害賠償が確立されてきた（49 条）。
しかし、2008 年三鹿メラミン粉ミルク事件を起きており、世界にも注目された
食品事件に発展してしまった。そして同年に中国政府は 2009 年 2 月新たな食品
安全法を制定した（2009 年 6 月 1 日から実施する）。食品安全法により、食品
安全基準に合わないものを生産し、あるいはそのものの違法性を知ったうえで
販売し、その生産者あるいは販売者は被害を受けた消費者の請求により最大の
代金の 10 倍に相当する懲罰的損害賠償を負うことになった（消費者の損害賠償
を除き）（96 条）。本法における製造物責任には、懲罰的損害賠償の責任も見
られる。ただし、懲罰的賠償責任の倍数について、特別法において異なる規定
があるため、特別法に従うように定めている36。 
 
2.2 自動車交通事故責任 
第六章における自動車交通事故に関する侵権責任について、道路交通法以外
の民事的責任が規定されている。ここで自動車の所有者と実際の運転者（不法
行為者）が同一ではない場合、侵権責任の帰属という難問に応じえた。本章に
おける規定される自動車の所有者と交通事故侵権者との分離は四つの様態を見
られる：１）自動車のレンタル、借用により侵権者と所有者との分離。2）自動
車の譲渡における侵権者と所有者との分離。3）犯罪行為により侵権者と所有者
との分離。4）事故からの逃走により侵権者と所有者との分離。 
以上述べたように、所有者と自動車事故侵権者が同一ではないときに、法律
はいかなる対処ができるか。まず、特殊法を通して現行の道路交通安全法37にお
いて、道路交通事故に関する社会的救助基金の制度が創設された（17条）。同法
第 75条により、社会的救助基金の適用対象が限定され、つまり部分あるいは全
                                                  
36ここでの注意点は消費者保護法における懲罰的損害賠償と食品安全法における懲罰的損害賠償との異な
るところである。前者の場合、消費詐欺に限り懲罰的損害賠償である。さらに、懲罰的損害賠償の金額は
代金と相当するの金額である。しかし、食品安全法における懲罰的損害賠償は、消費詐欺に関わらず、食
品基準に合わないものの生産あるいは販売に限られる。賠償の範囲とは、最大限代金の 10倍の金額を懲罰
的損害賠償として請求し得る。 
37道路交通安全法が 2003年にを公表され、2007年にを修正されてきた。 
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部の救急費用の支払いである38。本法において、交通事故に関する社会的救助基
金によって立て替える範囲がさらに伸びており、人身死傷について葬儀など費
用も含まれてきた。このような基金の適用範囲の拡張は、責任者の賠償能力が
ないあるいは事故の張本人が逃走した場合、社会的救助基金によって死亡賠償
金あるいは障害賠償金の立て替えるの可能性を示される。 
具体的に見ると、まず自動車のレンタルあるいは借用における自動車交通事
故責任が規定される。こ場合は、交通事故を発生するとき、自動車強制保険に
よって損害賠償がなされる。足りない部分は、実際の使用者に負担させる。所
有者の責任について、生じた損害に過失を有する場合に限り損害賠償を行う（49
条）。 
さらに、譲渡における交通事故に関する侵権責任が規定される。自動車が転
売されている時に、自動車の所有権は売買により物の転移及び交付に従って変
わるものではなく、変更登録が所有権の変更効要件として必要である。そのた
め、交付したときから登録する前までの間に、交通事故責任は誰に帰属するか
が問題となる。本法により、自動車側の責任を確定する場合、まず自動車保険
会社は強制的賠償責任を負う。足りない部分は買い方に求償しえる。しかし、
ここでの責任規則は、譲渡した自動車が自体に瑕疵を持っている場合（例えば
組み立てる自動車39、廃棄すべき自動車）、自動車保険会社の責任を負わず、替
わりに売り方および買い方が連帯的責任を負うことになる。 
犯罪関連の責任について、本法では犯罪に関する自動車交通事故責任が規定
される。ここでの犯罪は、交通事故以外の犯罪行為を意味しており、窃盗、強
奪、略奪の手段により自動車を取得するものに限られる。このようにして取得
した自動車により、他人に損害を生じさせたとき、被害者は犯罪者に賠償責任
を請求することができる。保険会社により立て替えた救急費用を、事故責任者
に求償することができる。 
最後に、交通事故責任者が逃走した場合の侵権責任が規定される。侵権責任
の帰属は、交通事故を起こした自動車が強制的保険に加入しているかいないか
により違っている。加入していなかった場合、侵権責任は保険会社により賠償
をする。加入させなかった場合に、まず道路交通事故社会的救助基金により救
急費用あるいは葬儀費用を立て替える。それで基金の管理機関は交通事故の責
任者に求償できる。 
 
                                                  
38 部分の救急費用の支払いは、第三者自動車責任強制保険の責任範囲を超えるとき、その超える部分につ
いて支払いすべき医療救急の必要な費用に限られる。全部の救急費用の支払いは、事故の張本人が強制保
険を加入しなかったり、事故を起こした後逃走した場合、救急費用の全部を道路交通事故に関する社会的
救助基金によって立て替える。 
39 中国では、自動車を自由に組み立てる行為は違法行為に当たるものとされる。 
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2.3 医療損害責任 
侵権責任法において、民法通則およびその司法解釈により増設される特殊な
侵権責任は医療損害賠償である。そもそも医療損害責任は、過失原則を帰責原
則とし適用し、民法通則における一つの侵権責任である（106 条 2 項）。だが、
2002年に公表された医療事故処理条例によって、医療損害責任の追及は医療事
故鑑定委員会40によって鑑定される医療事故に当たるものを要請する（49 条）。
したがって、法律上の医療損害責任は一般的侵権責任と医療事故責任とに分け
られ、「二元化」の医療責任と呼ばれる。具体的に言うと、医療損害賠償額の確
定について、一般的侵権責任における損害賠償41は高く、医療事故における損害
賠償は低いことがわかった。 
本法により、医療損害責任は過失原則の帰責原則を引きついでており、過失
推定の制度を用いることは以前より医療機関の責任を重くされた。さらに、医
療損害の賠償は、医療事故に当たるかないかの判断は必要がなく、侵権責任法
によって損害賠償となる。ゆえに、本法の実施によって、医療事故賠償規定は
失効になることが予見でき、医療損害賠償に関する法律を統一されることが明
らかになろう。 
本法により、診療活動において、医療機関あるいは医務者の過失によって起
きた損害は、医療機関に損害賠償の責任を負う。  ここでの医務者は、医師のみ
ならず、看護士、薬剤師、検査員、事務管理なども含める42。医療機関について、
総合病院、専門病院、漢方病院、外来診療、衛生保健所、医務室、救命センタ
ー、身体検査センター、防疫ステーションなどを含める43。医療機関および医務
者の広汎な概念から見ると、本法における診療活動は診療に関わるすべてのも
のと理解すべきであろう。  
2.3.1 帰責原則 
 本章における帰責原則は過失原則である。ただし、ここでの過失原則には、
過失推定の制度とされており、医療機関の立証責任を増加することになる。具
体的に言えば、二つの場合に医療機関の過失が推定により成立し、医療機関は
過失を有しなかったことを立証しなければならない：1）行った医療行為の違法
性があること。いわゆる、診療活動は現行の法律、行政法規および規則、診療
規範を違反したこと。2）医療紛争における違法なこと、例えば診療記録の隠匿
                                                  
40 ここでの医療事故鑑定委員会は、中国医学会における成立される専門機関である。地方の医療事故鑑定
委員会は地域における医療事故の鑑定に対し独占的鑑定権力を有する。しかし、医療事故鑑定委員会の鑑
定は、患者側に信頼されなかった場合が多い。人民法院における医療事故鑑定に対する態度は多岐であり、
司法鑑定との関係は明らかにされないものである。 
41 民法通則第 106条 2項に適用。さらに、賠償数額の算定は最高人民法院人身損害賠償について司法解釈
も適用される。 
42 医務者の概念は日本法において対応するものがないと思う。この概念は中国衛生部 1988 年 5 月 10 日に
公表された「医療事故処理方法」若干問題の説明により確定された。 
43 医療機関管理条例実施細則 3条を参照。 
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または提供の拒否、医療損害と関わる証拠を隠滅するために診療資料の隠匿、
改ざん、または偽造など。 
 一方、本法は医療関係における医療機関・医務者と患者との利益を平衡する
ことを目指する。患者の利益の保護は医療活動の正常的な秩序を妨げないこと
を要請する。そのため、医療機関の免責事由に関するいくつの規定が見られる。
要するに、患者・患者の親族は医療行為に協力する義務を有し、違反すれば医
療機関の損害責任を免除し得る。さらに、当時の医療水準に限っており、特に
治療救命医療において合理的診療義務を果たしたことにより、医療機関の損害
責任を免除し得る。 
2.3.2 医療告知義務 
本法において、医務者の告知義務が明確に規定され、告知義務に違反する侵
権責任を明らかになる。医務者の告知義務の内容として、診療活動において、
医務者は患者に対し病気の事実及び医療措置を説明しなければならないと規定
される。特に特殊検査および特殊な治療、手術を行う場合、医務者は医療リス
ク、替われる治療方法などを適時に説明する義務を有する。説明対象として、
一般的に患者であるが、患者に直に説明することは適切でない時、患者の親族
に説明することとなる。患者にせよ患者の親族にせよ、説明された者の書面の
同意を取らず、医療措置を行ってはならない。医務者はこの告知義務を尽くさ
なかった場合、医療機関により損害賠償の責任を負うべきである。 
しかし、救命をしている緊急な場合、患者または患者の親族の書面的同意を
取りえない時に、医療活動はどうなるのかが特に問題として残されている。本
法により、この特殊な状況において、医療機関の代表者あるいは委任された責
任者が同意したうえで、患者あるいは患者の親族の書面的同意を得なくても、
適切な救命活動を行われると規定している。 
2.3.3 カルテの管理と開示 
カルテの作成と管理は、医療機関及び医務者の法的義務である。カルテとい
うのは、入院記録、処方及び治療意見書、検査報告書、手術及び麻酔記録、病
理データ、看護記録、医療費用明細などを含める医療記録である。以上述べる
カルテについて、患者の請求によって医療機関はカルテの開示及び複写の要請
を応じるべきである。 
カルテにおける患者のプライバシーについて、医療機関および医務者が秘密
を守る義務を有し、患者本人の同意を得ない限り、開示できないと規定されて
いる。さらに、医療機関の不作為により患者のプライバシーを洩らした場合、
医療機関の損害賠償責任を負う。 
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2.3.4 輸血および薬害の問題 
以前、輸血によるウイルス感染事件では、民法通則により、過失原則に適用
することである。過去の判例によって、輸血感染事件の被害者は輸血を行った
医療機関を訴えた場合、医療機関に応じ、血液の提供者を被告として追加した
ケースが多く見られた。血液の提供者の責任と確認されれば、医療機関は責任
を負わない。つまり、被害を受けた患者は単独で医療機関に損害賠償が請求で
きなかったケースが少なくない。 それは消費者に関する侵権責任を適用された
わけである。本法には、被害者は直に医療機関に損害賠償を請求できる規定か
ら見ると、この医療損害責任の確立は患者の保護および便宜を考量するものと
思われる44。 
2.4 環境汚染の責任 
発展途上国として、中国は現在環境汚染（公害）問題に非常に困惑している。
環境保護に関する法律について、中国は 1986 年民法通則において、環境法律に
反する環境汚染により他人に損害を生じさせた場合、損害賠償責任を負うと規
定された（124 条）。1988 年制定された環境保護法45において、環境汚染に関す
る民亊責任も規定された。汚染責任者は危害を排除する責任を負いながら、被
害をうけた企業および個人に損失賠償をしなければならない（41 条）。このうち、
免責事由として、自然災害の不可抗力によって環境汚染がもたらされ、適時に
合理的措置を講じた場合、汚染責任者の賠償責任を免除し得る。しかし、侵権
責任の法律規定は十分とはいえない。 
今回の侵権責任法において、まず民法における汚染者の侵権責任が明確され
てきた。さらに侵権責任の立証、賠償責任の確定、第三者責任などことが明確
にされた。 
環境汚染に関する侵権行為について因果関係の立証では、汚染者側に汚染行
為と損害結果との間に因果関係が成立しないことを証明しなければならない。
さらに、汚染者は侵権責任の免除あるいは責任の軽減など法律上の根拠を証明
すべきである。汚染の賠償責任について、複数の汚染者が存在する場合、汚染
物の種類・排出量などの要素に基づき各々汚染者の責任分担を確定することに
なる。 
第三者の過失により環境汚染を生じた汚染事件では、被害者は汚染者或いは
第三者に損害賠償を求める選択権を有している。汚染者は賠償をした後、第三
者に求償を請求することができる。 
                                                  
44 ここでの医療機関とは、医療製品の販売者として、直に責任を追究し得るものになされている。 
45 その前、中国は 1979 年に環境保護法（試行）を制定した。しかしこの法律は公法的法律であり、被害者
に対し民亊責任を規定しなかった。 
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2.5 高度危険責任 
高度な危険とは、高空、高圧、燃えやすい、爆発しやすい、放射性など作業
環境に与える影響をいう。もともと、民法通則（123 条）および民法通則の司法
解釈（154 条）により、高度危険に関する侵権責任は、作業者に対する無過失原
則に基づき厳格な侵権責任と考えられる。侵権責任の形式といえば、損害賠償
と侵害の差し止めがよく見られる。立法により、作業者に高度な注意・管理義
務を要請する。免責の条件として、被害者の故意が前提となる。 
 本法により、二つの立法の改善が見られる。一つは、高度危険責任の適用
範囲を拡充し、さらに細分化をすることである。つまり、高度危険責任は、核
施設の侵権、民間飛行機の侵権、燃えやすい、爆発しやすい、猛毒、放射物に
関する侵権、高空、高圧、地下作業、高速作業に関する侵権、高度危険物を廃
棄することによる侵権、高度危険物の違法占有に関する侵権、危険地域の進入
に関する侵権を分別的に規定している。一つは高度危険責任の免責事由を特定
化することである。具体的に下記の表を見られる。以上、高度危険物の侵権責
任については、無過失原則に基づきく責任に当たるため、被害者側の立証責任
は必要ではない。そして、損害賠償の金額は特別法による制限を受ける。 
 
 侵権の種類 （免責主体）責任の免除 責任の軽減 
70 条 民間核施設 （経営者）戦争など事情・被害者の故意 なし 
71 条 民間飛行機 （経営者）被害者の故意 なし 
72 条 燃えやすい、爆発しやすい、猛毒的、
放射的高度危険物 
（占有者・使用者）不可抗力・被害者の
故意 
被害者の重大な過失 
73 条 高空、高圧、地下作業、高速軌道運送 （経営者）不可抗力・被害者の故意 被害者の過失 
74 条 高度危険物の紛失、廃棄 （所有者・管理者）なし なし 
75 条 高度危険物の違法的占有 （管理者、所有者）他人に違法的占有し
ないよう高度な注意義務を果たしたこと
なし 
 
76 条 許可なし高度危険な地域に進入 （管理者）安全措置によって警告義務を
果たしたこと 
（管理者）安全措置によっ
て警告義務を尽きたこと 
 
2.6 動物占有者責任 
民法通則において、動物占有者責任の規定が見られる。飼育の動物により他
人を傷害させた場合、動物の飼育者あるいは管理者は民亊責任を負う；だが、
被害者の過失によって損害を生じた場合はその限ではない。第三者の過失によ
り損害を生じた場合、第三者に賠償責任を求める。つまり、過失原則に基づい
て飼育動物の侵権責任を創設した（127 条）。ただし、この侵権責任の規定は、
侵害を受けた者に完全な保護は与えてないと思われる。 
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本法において、特に飼育動物の侵権責任の免除および軽減が制限された。ま
ず、被害者の過失による責任の免除は被害者の故意または重大な過失があった
場合に変わった。さらに、被害者の過失を証明する責任は動物の飼育者あるい
は管理者に帰属する。それ以外、二つの場合には動物の飼育者あるいは管理者
は免責できない。1）管理規定に違反し、安全管理措置を行はないことにより、
他人に損害を生じさせた場合、飼育者あるいは管理者は侵権責任を負わなけれ
ばならない。2）飼育を禁止する猛犬など獰猛な動物により他人に侵害を発生さ
せた場合、占有者または管理者は責任を負うべきである。 
管理義務を尽きた場合、動物の侵権責任はどうなるか。本法により、動物園
は動物園における飼育している動物に管理義務を果たした場合、動物による侵
権責任を免除し得る。つまり、管理義務による侵権責任の免除は、動物園に限
られる。その規定を日本民法と比べると、適用する範囲はかなり狭いと考えら
れる46。 
第三者の過失により飼育されている動物が他人に侵害を発生させた場合、第
三者が責任者である。これは民法通則の規定と一致する。しかし、本法は被害
者の利益保護を最大化するために、第三者に損害賠償を求めるのみならず、被
害者は占有者あるいは管理者に損害賠償を求めることができる。後者の場合に、
動物の占有者あるいは管理者は本来の責任者いわゆる第三者に求償を請求する
ことができる。 
 
2.7 物件責任 
まず「物件」47という概念を確定しよう。侵権責任法における物件というのは、
建物その他の工作物など不動産にとどまらず、積んで置いているものや林木な
ど動産も含まられる。侵権責任の適用対象は不動産と関わる侵権行為のみなら
ず、一部の動産に関する侵権行為も含める。 
2.7.1 使用者・管理者・使用者責任 
本法において、建物に関する責任が損害形式によっていくつかに分かれる。
建物その他の工作物、附属物および放置・掛けされているものなどの物件を、
脱落させたり落下させたりことにより他人に損害を発生させた場合、物件の所
有者、管理者または使用者は侵権責任を負う。一般的に、物件責任は過失原則
に基づき一つの侵権責任であるが、過失推定の規則によって所有者・管理者・
使用者も過失責任を有することが想定される。物件の所有者・管理者・使用者
                                                  
46日本民法 718 条により、動物の種類及び性質に従い相当の注意をもって保管したことを、占有者あるいは
保管者は立証でければ、動物占有責任を免除し得る。 
47 梁慧星氏により、「物件」という名称は動産のみを示し、ここで規定された建築物その他の工作物などに
対し不適当であるものになると指摘されている。梁慧星・「侵権責任法草案次回稿についての修正意見」中
国法学ウェーブhttp://www.iolaw.org.cn/showarticle.asp?id=2403を参照（2010年 1月 10日最後に登録）。 
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は自己の無過失が立証できない限り侵権責任を負わ。他の責任者が存在する場
合、本来の責任者（日本では損害原因責任者となる）に求償することを認める
が、まず物件の所有者・管理者・使用者は被害者に損害賠償を行う。 
2.7.2 デザイン者・施工者責任 
建築物の欠陥による侵権責任では、デザインあるいは施行により建築物およ
び橋、ダム、道路、トンネルなど構造物に欠陥をもたらし、合理的な使用期間
において他人に人身あるいは財産の損失をもたらした場合、そのデザイン者、
施行者、監理者は連帯的責任を負うと規定される。デザイン者の免責条件とし
て、デザインが国の安全基準に合っていることを立証することが必要である。
ここでの侵権責任の有無は、過失責任に基づきものと思われる。 
2.7.3 集合住宅における落下物 
落下物について侵権責任では、そもそもローマ法において創設された民事責
任であり、建築の所有者が損害賠償責任を負うと規定しているのが一般的であ
る。  現代民法における建築責任の立法に照らして、ローマ法の影響を深く受
けたことがわかった48。 しかし、本法における建物は、伝統的建物ではなく、
集合住宅など区分的に所有される建物の現実に即して、多数の所有者が共存す
る建築における侵権責任を規定してきた。それは、落下物の行為者が確定でき
ない場合、侵害行為を行える建物の使用者らは共同に補償責任を負う49という規
定である。 
2.7.4 公共施設による侵権 
公共施設に関する侵権責任は、民法通則における一つの侵権責任として規定
された（125 条）。本法にも、民法通則と同様に以下のようにその侵権責任を規
定する。公共の場所・道路における公共施設では、標識あるいは安全措置を講
じていないために、通行人に損害を生じさせた場合、施工者は侵権責任を負う。
追加した部分は、井戸など地下施設に関する管理者の侵権責任である。つまり、
地下施設の管理者は管理職責を果たしたことを証明できなれば、起きた侵害に
対し侵権責任を負うことである。ここでは、過失推定原則による侵権責任であ
る。 
 
四 問題点について 
侵権責任法の成立は、民法通則および司法解釈における侵権責任の規定、特
別法における侵権責任の規定から発展されたものだと思われる。だが、不足な
                                                  
48 フランス民法 1386条、ドイツ民法BGB836、日本民法 717条および民法通則第 126条を参照。 
49 初回立法案および次回立法案において、侵害しうる使用者らは賠償責任を負うと規定された。しかし、
ここでの侵権責任は過失原則によって過失を有する者に賠償責任を課させるはずであるが、侵害者を確定
されないときに被害者を救済できる措置にするものと考えられる。ゆえに、賠償責任が補償的責任に替わ
られたのは合理的な修正と思われる。 
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部分が立法案の段階で指摘されてきた。本稿において、以下の問題点を検討し
たい。 
 
1 死亡賠償金の確定基準 
侵権責任法の立法案第三稿において、死亡に関する損害賠償を確定するとき
に、炭鉱災害、交通事故により多数の被害者が死亡した場合、死者に対し死亡
賠償金は同一金額として計算できる、と規定された。成立した侵権責任法には、
炭鉱災害、交通事故など限定的条件を削除したが、実は死亡者の戸籍を問わず
に同一金額で賠償する規定（17 条）は過去の司法解釈に対する重大な修正に当
たるものと考えられる。ただし、具体的に損害賠償を確定するときに、同法第
20 条を適用しなければならない。つまり、被害者の人身的権益（ここでは死亡）
を損害させた場合、まず被害者側の損失により賠償金額を計算する50。この損失
の計算はかならず被害者の戸籍差別を反映し、被害者により異なる損害賠償の
請求が出でしまう。その際に、17 条の同一死亡賠償金をどのように実現できる
かが問題となる。それでは、第 17 条に当たる侵害が起きた場合、第 20 条の損
害賠償金の適用を排除すべきことなのか。これらは侵権責任法を実行する際に
さらに明確しなければならないことだと考える。 
 
2 使用者責任と被用者責任 
本法には、英米法における使用者責任の制度を採用し、労働関係、派遣労働、
労務の請負関係の三つの法律関係における使用者の侵権責任を規定している。
特に労務の請負関係における使用者責任は、もともと労働関係に含まない請負
者、保母による侵権行為に対して、被害者に救済措置を提供し得る。いわゆる、
被害者は本来の侵権者を見つけられない場合、使用者に損害賠償責任を請求で
きる。だが、本法において、使用者は損害を賠償した後、被用者（労働者、請
負者、派遣労働者）に求償できるかどうかが明らかにしていない。立法者によ
ると、被用者（労働者、請負者、派遣労働者）が故意あるいは重大な過失を有
しない限り、使用者は求償できないと思われる51。本法にはなぜ被用者責任を規
定しないかというと、業務によって被用者の安全注意義務は違っており、被用
者責任を統一的に規定し難いからである。ゆえに、より明確な規定が必要と思
う。 
さらに労働関係における使用者責任では、労働法52によって、労働者の賠償責
                                                  
50 侵権責任法第 20条により、損失が確定できない場合、侵権者側に与えた利益により計算する。この利
益が確定できない場合、人民法院は実際の状況により裁判する。 
51 《劳动者工 间 权作期 侵 由“东家”担责》 报，工人日 ，2010 年 1 月 6日。
http://china.findlaw.cn/falvchangshi/falvredian/qinquanzerenfa/tashan/3039.htmlを参照。 
52 賃金支付試行規定（1995 年 1 月 1日実施）第 16 条を参照。 
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任が規定されいる。労働者は「自己の原因」で使用者に経済的損失を生じさせ
た場合、使用者は労働契約に基づき労働者に損失賠償を求める。損失の賠償は、
労働者の賃金から控除する。しかし、毎月の控除額は労働者の月賃金の 2 割に
超えないことを要請する。さらに、控除される賃金の残額は当地最低賃金の規
定に違反しないと規定している。このことは、使用者責任に適用できるのだろ
うか。もし適用できれば、労働法による労働者の「自己の原因」は故意あるい
は過失かというかが問題となる。 
 
3 医療水準の確定および医務者の責任の再検討 
 前に述べたように、医療水準は立法案において地方の格差および医療機関・
医務者の資質の格差を考慮して確定すべきものとした。しかし、侵権責任法の
成立の際に、この規定が削除された。医療法および本法における医療機関・医
務者についての広汎な範囲から見ると、この格差を無視して確定された医療水
準により、侵権責任の有無を決めるのは適当ではないと思われる。 
医療損害責任はすべて医療機関の責任に帰属し、医務者は医療機関の労働者
として被害者に直接に負わないと規定された。しかし、医療機関は賠償責任を
負った後、医務者に求償することができると思われる。医務者責任では、医務
者の範囲の広さによって、医療活動におけるすべての行為者を含め、かれらに
同様の注意義務あるいは説明義務を課することは適当であろうか。もちろん医
療行為は一つの専門家の行為に当たり、法律によって高度な注意義務や説明義
務を要請できる。だが、これらの法律義務を検査員、病院の管理者など医務者
に適用させると、かれらのなかには専門知識を有しないまたは限界があるもの
がいるため、同一の法律義務を求めることはできないであろうか。 
 
五 終わりに 
本稿は中国侵権責任法を紹介し、その立法過程における草案の修正および争
議された焦点をまとめた。この法律は、最近成立した中国物権法と並び、重要
な民亊立法と思われる。この法律は日本、ドイツ、中国台湾などの不法行為法
を参照にし、救済を中心に中国の特色をとりいれた侵権責任法である。特に、
中国社会に特有な法律問題に応じ、専門的規定により対処するものになった。
しかし、侵権責任法のなかに、いくつの不足も見られる。関連する法律との調
和あるいは旧法の整理が求められる。今後、中国の侵権責任法に関する研究が
深まることが望ましい。 
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（附）中国人民共和国侵権責任法（翻訳） 
 
中国人民共和国侵権責任法(翻訳)53
（2009 年 12 月 26 日に第１１回全国人民代表大会常務委員会第 12 回会議による通過した） 
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第一章 一般的規定 
 
第一条 この法律は民事主体の適法的権益を保護し、侵権責任を明確し、侵害行為を予防・
制裁するため、社会の調和および安定を促進することを目的とする。 
第二条 侵害された民事権益は、本法によって侵権責任を負う。 
本法における民事権益は、生命権、健康権、姓名権、名誉権、栄誉権、肖像権、プライ
バシー権、婚姻自主権、後見権、所有権、用益物権、担保物権、著作権、特許権、商標専
用権、発見権、株主権、相続権など人身的・財産的権益を含める。 
第三条 被害者は加害者に侵権責任を請求する権利を有する。 
第四条 加害者は一つ行為による行政的責任あるいは刑事的責任を負うべき場合、本法に
よる侵権責任を負うことに影響を及ぼさない。 
同一の行為による侵権責任、行政的責任、刑事的責任を負うべきときに、加害者の財産
で支払いに足りない場合、侵権責任を優先する。 
第五条 侵権責任について他の法律による特別な規定があれば、この規定に従う。 
 
第二章 責任構成および責任方式 
                                                  
53 中国人民代表大会の公式サイト
http://www.npc.gov.cn/huiyi/cwh/1112/2009-12/26/content_1533221.htmを参照。 
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 第六条 行為者は過失あるいは故意54により、他人の民事権益を侵害した場合、侵権責任を
負う。 
法律規定に基づき、行為者の過失あるいは故意と推定されるときに、行為者は過失あるい
は故意が存在しないことを立証できなければ、侵権責任を負う。 
第七条 行為者は他人の民事権益を損害させ、行為者の過失あるいは故意を問わず、法律
規定によって侵権責任を負うものとして、その規定に従う。 
第八条 数人が共同の侵害行為をによって他人に損害を加えたときは、各自が連帯してそ
の損害を賠償する責任を負う。 
第九条 他人の侵害行為に教唆あるいは帮助をしたものは、行為者とともに連帯的責任を
負う。 
民事責任無能力者あるいは制限民事責任能力者に対し、教唆あるいは帮助をしたものは、
侵権責任を負う；該当する民事責任無能力者あるいは制限民事責任能力者の後見人が後見
責任を果たさなかった場合、相当の責任を負う。 
第十条 数人が他人の人身あるいは財産安全を侵害する行為を行い、そのなか一人あるい
は数人の行為が他人の損害を発生させたときに、具体的加害者が確定できる場合、確定さ
れた加害者は侵権責任を負う；具体的加害者が確定できない場合、行為者全体は連帯して
その損害を賠償する責任を負う。 
第十一条 数人の行為者が各々の侵権行為を行い、一つの損害をもたらしたとき、すべで
の行為による全部の損害を発生させた場合、行為者は連帯してその損害を賠償する責任を
負う。 
第十二条 数人の行為者が各々の侵権行為を行い、一つの損害をもたらしたときに、責任
の大きさを確定される場合、確定された責任による相当的責任を負うべきである；確定で
きない場合、均等に賠償責任を負う。 
第十三条 法律規定によって、連帯的責任を負うべき場合、被害者は部分あるいは全部の
連帯的責任者に責任を求める。 
第十四条 連帯して責任を負う者における各々の賠償金額は責任の大きさにより確定す
る；確定し難いときに、賠償責任を均分する。 
支払った賠償が自分の賠償金額に超えた連帯責任者は、他の責任者に連帯責任を求償する
ことができる。 
第十五条 侵権責任の責任方式は概ね以下の通りである： 
（一）侵害行為の差し止め； 
（二）妨害排除； 
（三）危険消除；  
（四）財産返還； 
                                                  
54 原文には、「故意あるいは過失」の部分は「过错」を用いる。 
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（五）原状回復； 
（六）損失賠償； 
（七）謝罪； 
（八）影響除去、名誉回復。 
以上責任方式は単独あるいは合して適用される。 
第十六条 侵権行為により他人に人身損害を発生させた場合、治療およびリハビリテーシ
ョンのため支出した医療費、看護費、交通費など合理的費用、および欠勤するため損失し
た収入を賠償しなければならない。障害が起きた場合、さらに障害生活の補助器具費およ
び障害賠償金を賠償しなければならない。死亡が生じた場合、さらに葬式費および死亡賠
償金を賠償しなければならない。 
第十七条 同一侵権行為による複数の人の死亡が生じた場合、相同の金額によって死亡賠
償金を確定しえる。 
第十八条 被害者が死亡した場合、近い親族は加害者に侵権責任を求める。被害者が事業
に当たる場合、事業の分立あるいは併立に関わらず、権利を引き継いだ事業は加害者に侵
権責任を求める。 
被害者が死亡した場合、医療費、葬式費など合理的費用を支払った者は加害者に費用賠
償を求める。但し、加害者がそれらの費用を支出した情場合は除く。 
第十九条 他人の財産が侵害された場合、財産の損失は損失を発生させた際に財産の市場
価額あるいは他の方式に基づいて計算する。 
第二十条 損害された他人の人身権益によって財産的損失を生じた場合、被害者が受けた
損失に基づいて賠償する；被害者の損失を確定し難い場合、加害者が得た利益に基づいて
賠償する；加害者が得た利益を確定し難い場合、被害者と加害者とが賠償金額の合意に達
し得ないときに、人民法院に訴訟を提出すれば、人民法院は実際の情況に基づいて賠償金
額を確定する。 
第二十一条 侵害行為が他人の人身・財産の安全をおびやかすとき、被害者は加害者に侵
害の差し止め、妨害排除、危険消除など侵権責任をもとめる。 
第二十二条 他人の人身権益を侵害し、他人の精神に厳重な損害をもたらした場合、その
被害者は精神的損害賠償を請求することができる。 
第二十三条 他人の民事権益の侵害を防止、制止するため自己を侵害させた場合、加害者
は責任を負う。加害者が逃走しあるいは責任を負担する力がない場合、被害者は受益者に
適当の補償を求める。 
第二十四条 被害者および行為者の双方が発生した損害について過失を有しなかった場合、
実際な情況によって損失を分担し得る。 
第二十五条 損害が起きた後、当事者らは賠償費用の支払い方法について協議し得る。協
議が合意に達し得ない場合、賠償費用を一次的に支払わなければならない；一次的な支払
いが困難となれば、分割で支払いができる。但し、相応な保証を提出すべきである。 
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 第三章 責任の免除及び軽減 
 
第二十六条 被害者が発生した損害について過失を有した場合、加害者の責任を軽減しえ
る。 
第二十七条 損害が被害者の故意によって生じた場合、行為者は責任を負わない。 
第二十八条 損害が第三者によって生じた場合、第三者が侵権責任を負う。 
第二十九条 やむを得ず事情によって他人に損害をもたらした場合、加害者は責任を負わ
ない。ただし、法律によって別の規定があれば、その規定に従う。 
第三十条 正当防衛のため損害を発生させた場合、加害者は責任を負わない。正当防衛が
必要な限度を越え、あるべきではない損害を発生させた場合、正当防衛者は適当な責任を
負う。 
第三十一条 緊急避難のため損害を発生させた場合、危険な情況を引き起こしたものは責
任を負う。自然的原因で危険を起きたときに、緊急避難者は責任を負わない、あるいは適
当な補償責任を負う。緊急避難に対して、不適な措置を講じ、あるいは必要な限度を超え
る措置を講じたときに、あるべきではない損害をもたらした場合、緊急避難者は適当な責
任を負う。 
 
第四章 責任主体について特殊な規定 
 
第三十二条 民事行為無能力者あるいは制限行為能力者が他人に損害を生じさせたとき、
監督責任者はその侵権責任を負う。ただし、監督責任者が監督責任を果たしたとき、その
侵権責任を軽減しえる。 
財産を有している民事行為無能力者あるいは制限民事行為能力者は他人に損害を生じさせ
たとき、本人の財産によって賠償費用を支付する。不足の部分は、監督者によって賠償す
る。 
第三十三条 一時的に意識をなしあるいは抑制力を失った場合に、完全民事行為能力者が
行為をし、他人の損害を生じたとき、その損害に対し過失を有すれば、侵権責任を負う；
過失を有しなければ、行為者の経済的状況を応じ被害者に適当な補償をする。 
完全的民事行為能力者は泥酔、麻酔薬の濫用によって、自分の行為に一時的に意識を無く
しあるいは抑制力を失った場合に、この行為が他人に損害を生じさせたとき、侵権責任を
負う。 
第三十四条 事業者における従業員が業務を遂行するため他人に損害をもたらした場合、
事業者は侵権責任を負う。 
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労務派遣にわたって、派遣労働者が業務を遂行するために他人に損害をもたらした場合、
派遣先の事業者は侵権責任を負う；派遣元の事業者に過失があった場合、相当の補充的責
任を負うべきである。 
第三十五条 自然人の間に成立した労務関係について、労務を提供する一方が労務のため
他人に損害を発生させた場合、労務を受ける一方は侵権責任を負う。労務のゆえに労務を
提供する一方が侵害された場合、双方は各々の過失に応じて責任を負う。 
第三十六条 インタネットの使用者あるいはサービス提供者はインタネットによって他人
の損害を生じたとき、侵権責任を負う。 
インタネットの使用者がインタネットサービスを利用し、侵害行為を行ったとき、被害者
はインタネットサービス提供者に対し削除、遮蔽、リンク切断など必要な措置を要求する
権利が行使できる。インタネットサービス提供者はこの要請を応じて適時に必要な措置を
講じを得ないとき、拡大した損害部分に限ってインタネット使用者とともに連帯的責任を
負う。 
ただし、インタネットサービス提供者はインタネットの使用者が他人の民事的権益を侵害
したことを明知し、必要な措置を講じしないとき、そのインタネットの使用者とともに連
帯的責任を負う。 
第三十七条 ホテル、デパート、銀行、駅、遊楽場など公共場所において、公共場所の管
理者あるいは公衆活動の組織者は、安全保障の義務を尽くさなければならず、他人に損害
を生じさせたときは、侵権責任を負う。 
第三者の行為によって他人に損害を生じたときは、第三者は侵権責任を負う；管理者ある
いは組織者は安全保障の義務を尽くさなかったとき、補償的責任を負う。 
第三十八条 民事行為無能力者が幼稚園、学校その他の教育機関において学習、生活をし
ている期間にわたって受けた人身的損害について、幼稚園、学校その他の教育機関はその
責任を負う；ただし、教育、管理の職責を果たしたことが証明できれば、責任をおわない。 
第三十九条 制限民事行為能力者が学校その他の教育機関における勉強、生活をしている
期間にわたって人身的損害を与えたとき、学校その他の教育機関は教育、管理の職責を果
たしさなかった場合、責任を負う。 
第四十条 民事行為無能力者あるいは制限民事行為能力者が幼稚園、学校その他の教育機
関における勉強、生活を行う期間において、幼稚園、学校その他の教育機関以外の第三者
による人身的損害を加えたとき、加害者は責任を負う；幼稚園、学校その他の教育機関は
管理職責を果たさなかったときは、その補償責任を負う。 
 
第五章 製造物責任 
 
第四十一条 製造物の瑕疵により他人に損失を与えたとき、生産者は侵権責任を負う。 
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第四十二条 販売者の過失により製造物が瑕疵を生じさせ、他人に損害を与えたときは、
販売者は侵権責任を負う。 
販売者は瑕疵を有する製造物の生産者および供給者を明示することができないときは、販
売者は侵権責任を負う。 
第四十三条 製造物の瑕疵によって損害が生じたとき、被害者は製造物の生産者に求償権
を行使することができる、また製造物の販売者に求償権を行使することができる。 
製造物の瑕疵が生産者により生じたとき、販売者は賠償したあと、生産者に求償権を行使
することができる。 
販売者の過失により製造物に瑕疵が生じしたときは、生産者は賠償をしたあと、販売者に
求償権を行使することができる。 
第四十四条 運送者、倉庫に貯蔵する者など第三者の過失によって製造物に瑕疵をもたら
し、他人に損害を与えたとき、製造物の生産者あるいは販売者は賠償をしたあと、その第
三者に求償権を行使することができる。 
第四十五条 製造物の瑕疵によって他人の人身・財産の安全を脅かすとき、被害者は生産
者あるいは販売者に妨害排除、危険消除去など侵権責任を求める。 
第四十六条 製造物が流通に投入されたあとその瑕疵の存在を発見されたとき、生産者あ
るいは販売者は警告、回収など復元措置を適時に講じしなければならない。その復元措置
を適時に講じなかったあるいは措置を講じる努力が十分でなかったことによって、損害を
生じたときは、生産者あるいは販売者は侵権責任を負う。 
第四十七条 製造物が瑕疵を有することを知悉しつつ、生産および商売を続け、他人の死
亡あるいは健康に厳重な損害を与えたとき、被害者はその懲罰的賠償を請求することがで
きる。 
 
第六章 自動車交通事故責任 
 
第四十八条 自動車交通事故を起こし損害が生じたときは、道路交通安全法における賠償
責任に関する定めた規定に従う。 
第四十九条 賃貸、借用など場合に自動車の所有者と使用者が同一人ではない場合で、交
通事故が発生したときは、責任が自動車責任に帰属するときには、保険会社は自動車強制
保険責任に限り賠償をする。足りない部分について、自動車使用者は賠償責任を負う；た
だし、自動車所有者は生じた損害に対し過失を有する場合、相当の賠償責任を負う。 
第五十条 当事者らは売買などの方式によって自動車を譲渡かつ交付したが、所有権譲渡
の登録手続きを取らない場合、交通事故が起きたあと自動車責任を確認したとき、保険会
社は自動車強制保険責任に限って賠償をする。足りない部分は、受譲者は賠償責任を負う。 
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第五十一条 売買など方式によって組み立てる自動車あるいは廃棄すべき自動車を譲渡す
る場合、交通事故が発生したことにより損害を生じたとき、譲渡者および受譲者は連帯的
責任を負う。 
第五十二条 窃盗、強奪、略奪により取得した自動車が交通事故に遭遇、損害を生じたと
き、窃盗者、強奪者、また略奪者は賠償責任を負う。保険会社は自動車強制保険責任に限
り一時に応急手当を立て替えを行ったとき、交通事故の責任者に求償権を行使することが
できる。 
第五十三条 自動車運転者が事故の後に逃走したとき、保険会社は自動車強制保険責任に
限り賠償を行う；所有者が不明の自動車あるいは強制保険加入していない自動車にあたる
場合、被害者の人身死傷事故について応急、葬式など費用を支払う必要があれば、道路交
通事故社会救助基金による立て替えて行う。道路交通事故社会救助基金による立て替えて
行った後、その管理機関は交通事故責任者に求償権を行使することができる。 
 
第七章 医療損害責任 
 
第五十四条 患者に診療活動において損害をもたらしたときに、医療機関及び医務者が過
失を有した場合、医療機関は賠償責任を負う。 
第五十五条 医務者は診療について患者に病状及び医療措置を説明すべきである。手術、
特殊な検査、特殊な治療を行う必要があるならば、医務者は患者に医療リスク、代替医療
方法など情況を適時に説明しなければならない、かつ、患者に書面で同意を取得しなけれ
ばならない；患者に説明することが適当ではない場合、患者に近い親族に説明すべきであ
り、書面での同意を取得しなければならない。 
医務者は以上述べた義務を果たさず、患者に損害を与えたとき、医療機関は賠償責任を負
う。 
第五十六条 重体の患者を救護するなど緊急な状況において、患者あるいは近い親戚から
意見を取りえないとき、医療機関の責任者あるいはその権限を与えた責任者が承認すれば、
即刻相当の医療措置を行うことができる。 
第五十七条 医務者が診療活動において、当時に相当的医療水準に対応する診療義務を尽
きておらず、患者に損害をもたらしたとき、医療機関は相当的賠償責任を負う。 
第五十八条 患者に対する以下の状況のいずれに該当すれば、医療機関が過失を有するこ
と推定できる。 
（一）医療行為は法律、行政法規、規則あるいは診療規範に関する他の規定を反すること；  
（二）紛争に関わる医療資料を隠匿し、あるいは提供を拒否すること； 
（三）カルテ資料を偽造、改ざん、あるいは隠滅すること。 
第五十九条 薬、消毒剤、医療器械の瑕疵、あるいは不合格輸入血液によって患者に損害
を加えたときは、患者は生産者あるいは血液の提供機関に賠償を求められ、または医療機
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関に賠償を求められる。患者が医療機関に賠償を求め、医療機関はその賠償を行った後、
責任を有する生産者あるいは血液提供機関に求償権を行使することができる。 
第六十条 患者の損害がいずれの以下の状況に該当する場合、医療機関は賠償責任を負わ
ない。 
（一）患者あるいは近い親族は、医療機関が行う診療規範に合う治療に協力しないこと； 
（二）医務者は重体の患者を救護するなど緊急な場合に、合理的診療義務を尽したこと；  
（三）当時の医療水準に限られており、診療を行いにくいこと。 
前項（一）の場合、医療機関およびその医務者が過失を有するときは、相当の賠償責任を
負う。 
第六十一条 医療機関およびその医務者は規定によって、入院日誌、医療指示、検査報告、
手術および麻酔記録、病理資料、看護資料、医療費用などカルテ資料を記入および保管し
なければならない。 
前項規定されるカルテ資料について、患者がアクセスあるいは複製を請求するとき、医療
機関はそれを提供しなければならない。 
第六十二条 医療機関およびその医務者は、患者のプライバシーを守る。患者のプライバ
シーを漏らし、あるいは患者の同意をとらずそのカルテ資料を公開し、患者に損害をもた
らしたとき、侵権責任を負う。 
第六十三条 医療機関およびその医務者は、診療規範に反する必要がない検査をおこなう
ことはできない。 
第六十四条 医療機関およびその医務者は、その適法の権益について法的保護を受ける。
医療秩序を妨げ、医務者の業務あるいは生活を妨げることは、法律による法律責任を負う。 
 
第八章 環境汚染責任 
 
第六十五条 環境の汚染により損害を生じたとき、汚染者は侵権責任を負う。 
第六十六条 環境汚染による紛争を起きたとき、汚染者は汚染行為が法律規定における無
責任あるいは責任軽減の状況に当たること、及び汚染行為と損害との間に因果関係が存在
しないことの立証責任を負う。 
第六十七条 複数の汚染者が環境を汚染したとき、汚染者の責任は、汚染物の種類、排出
量など要素によって確定する。 
第六十八条 第三者の過失による環境汚染が損害を生じたとき、被害者は汚染者に賠償を
求められ、また第三者に賠償を求められる。汚染者は賠償を行った後、第三者に求償権を
行使することができる。 
 
第九章 高度危険責任 
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第六十九条 高度に危険な作業により他人に損害を発生させた場合、作業に従事している
者は侵権責任を負う。 
第七十条 民生用の核施設において起きた核事故により、他人に損害を発生させたときに、
民生用の核施設の経営者は侵権責任をおうべきである。しかし、経営者は損害が戦争など
の事情あるいは被害者の故意により発生させたことを証明できれば、責任を負わない。 
第七十一条 民生用航空器により他人に損害を発生させた場合、民用航空器の経営者は侵
権責任を負うべきである。しかし、経営者は損害が被害者の故意によって発生させたこと
を立証できれば責任を負わない。 
第七十二条 占有あるいは使用されている燃えりやすい、暴発しやすい、猛毒、放射性な
どを有している高度危険な物により、他人に損害を発生させた場合、占有者あるいは使用
者は侵権責任を負うべきである。しかし、侵害の発生が被害者の故意あるいはやむをえな
い事情による起きたことを立証できれば、責任を負わない。被害者が発生した損害に対し
重大な過失を有した場合、占有者あるいは使用者の責任を軽減しえる。 
第七十三条 経営者は高空、高圧、地下発掘する活動を行い、あるいは高速度輸送機械を
使用し、他人に損害をもたらした場合、侵権責任を負うべきである。しかし、損害は被害
者の故意あるいはやむをえない事情による起きたことを証明でければ、経営者は責任を負
わない。被害者が損害について過失を有した場合、経営者の責任を軽減しえる。 
第七十四条 遺棄された、捨て去られた高度危険物が他人に損害をもたらした場合、高度
危険物の所有者は損害責任を負うべきである。所有者が高度危険物を他人に渡し、管理を
委任した場合、管理者は侵権責任を負う；所有者は過失があった場合、管理者とともに連
帯的責任を負う。 
第七十五条 違法に占有する高度危険物により他人に損害をもたらした場合、違法占有者
は侵権責任を負う。所有者・管理者は他人に違法的占有することに対し高度的注意義務を
尽くしたことを立証できなければ、違法占有者とともに連帯的責任を負う。 
第七十六条 許可なく高度危険な活動地域あるいは高度危険物の預け場に入って、損害を
受けた場合、管理者は安全措置を講じした且つ警告義務を果したときに、責任の軽減ある
いは免責をし得る。 
第七十七条 高度危険責任の賠償は、法律に限度が規定された場合は、その限度に従い賠
償にする。 
 
第十章 飼育動物の損害責任 
 
第七十八条 飼育動物によに他人に損害を発生させた場合、飼育人あるいは管理者は損害
責任を負うべきである。しかし、損害が被害者の故意あるいは重大な過失によって発生し
たことを立証できれば、免責あるいは責任の軽減になされる。 
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第七十九条 管理規定を違反し、動物に対し安全措置を講じなかったことにより、他人に
損害をもたらした場合、動物の飼育人あるいは管理者は侵権責任を負う。 
第八十条 飼育が禁止される猛犬など危険な動物により他人に損害を発生させた場合、動
物飼育人あるいは管理者は侵権責任を負う。 
第八十一条 動物園における動物による他人の損害を発生させた場合、動物園は侵権責任
を負う。しかし、管理職責を果たしたことを証明できる場合は、責任を負わない。 
第八十二条 遺棄された動物、逃走した動物により他人に損害をもたらした場合、元飼育
人あるいは保管者は責任を負うになる。 
第八十三条 第三者の過失により、動物が他人に損害を発生させた場合、被害者は動物の
飼育人あるいは管理者に賠償を請求でき、また第三者に賠償を請求できる。動物の飼育人
あるいは管理者は賠償をした後、第三者に求償をする権利を有する。 
第八十四条 動物の飼育は法律に従い、社会の公共道徳を尊重しなければならない、他人
の生活を妨害してはいけない。 
 
第十一章 物件責任 
 
第八十五条 建築物、構築物、あるいは他の施設、およびその放置物、掛けるものが脱落、
墜落を発生し、他人に損害をもたらした場合は、所有者、管理者あるいは使用者は過失を
有しなかったことを立証できなければ、侵権責任を負うべきである。所有者、管理者ある
いは使用者は賠償した後、他の責任者が存在しているときに、他の責任者に求償する権利
を有する。 
第八十六条 建築物、構築物、あるいは他の施設が倒れたことにより、他人に損害をもた
らした場合は、建設者および工事者は連帯的責任を負う。建設者および工事者は賠償をし
た後、他の責任者が存在しているときに、他の責任者に求償する権利を有する。 
他の責任者のゆえに、建築物、構築物、あるいは他の施設を倒せたことにより、他人の損
害をもたらした場合、他の責任者は侵権責任を負う。 
第八十七条 建築物の中から放擲されたものあるいは墜落させたものにより、他人に損害
を生じたときに、加害者が特定されない場合、加害者ではないことを立証できた者を除き、
侵害行為をなし得た建築物の使用者は補償責任を負う。 
第八十八条 積んで置いてある物により他人に損害を発生させた場合、行為者は過失がな
いことを立証できなければ、侵権責任を負う。 
第八十九条 公共道路において物を積んで置いたり、物を倒したり、物を放ちしたりする
ことにより、これらの物が通行を妨害し他人に損害を発生させた場合、関連する事業者あ
るいは自然人は侵権責任を負う。 
第九十条 折れた樹木により他人に損害を与えた場合は、樹木の所有者あるいは管理者は
過失がないことを立証できないときに、侵権責任を負う。 
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第九十一条 公共場所あるいは道路において穴を掘る、あるいは地下施設を修繕・設置す
るなど行為を行うときに、明らかな標識を設置せず、かつ安全措置を講じしなかったゆえ
に、他人に損害をもたらした場合、施工者は損害責任を負うべきである。 
地井など地下設備により他人に損害を発生させた場合、管理者は管理の職責を果たしたこ
とを立証できなければ、損害責任を負うべきである。 
 
第十二章 附則 
 
第九十二条 本法は 2010 年 7 月 1日から施行する。 
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